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災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 
 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ト一屋（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時の県民

生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関する事項

について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙に保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検、

改善に常に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 
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２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、連絡会議を設置する

ものとする。 

 

（その他） 

第１０条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１７年１２月９日 

 

甲 山形市松波２丁目８－１ 

山形県知事 齋 藤  弘  

 

乙 酒田市東町２丁目２－１ 

株式会社ト一屋     

取締役社長 荒 木 俊 彦 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別 表   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、靴、洗濯・洗面・洗髪用品、ふとん、文

具、嗜好品（緑茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、

毛布、灯油（冬季） 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ヤマザワ（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時の県

民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関する事

項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供
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給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

 

  平成１７年１２月２８日 

 

 

甲 山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事 齋藤 弘      

 

 

乙 山形市あこや町三丁目８－９   

 

株式会社ヤマザワ        

代表取締役 山澤 進      

 



 

（ 別 表 ）   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、洗濯・洗面・洗髪用品、文具、嗜好品（緑

茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における物資の供給に関する協定書 
 
 
 山形県知事齋藤弘（以下「甲」という。）と山形県給食事業協会連合会会長 
寒河江隆吉（以下「乙」という。）とは、災害時における物資（以下｢物資｣とい

う。）の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を供給する必要があると認めら

れるときは、乙に対し、物資の供給を要請することができる。 
（１）県内において災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。 
（２）県外において災害が発生し、関係都道府県知事から物資の供給を要請さ

れたとき。 
（３）その他災害発生に伴い甲が必要と認めるとき。 
 
（物資の種類） 
第 2条 乙が供給する物資の種類は、甲、乙協議のうえ別途定めることとする。 
 
（要請の方法） 
第３条 甲は、原則として文書をもって要請を行うものとする。ただし、文書

をもって要請するいとまがないときは口頭又はファクシミリ等で要請し、そ

の後速やかに文書を送付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 乙は、甲から要請を受けたときは、その要請事項を実施するための措

置をとるとともに、その措置の状況を甲に報告するものとする。 
 
（物資の引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、甲は当該場所に担当職

員等を派遣して物資を確認のうえ引き取るものとする。 
 
（費用） 
第６条 この協定に基づき供給された物資の対価については甲が負担するもの

とする。 
２ 前項の費用は、災害発生直前時における適正な価格を基準として、甲、乙

協議して定める。 
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（支払い） 
第７条 甲は、前条の費用について、乙からの請求に基づき、速やかに支払う

ものとする。 
 
（会員事業所等の報告） 
第８条 乙は、甲に対して定期的に会員事業所の概要及び調達・製造可能数量

を報告するものとする。 
 
（緊急時連絡体制の整備） 
第９条 甲及び乙は相互に協力し、緊急時の連絡体制を整備するものとする。 
 
（有効期間） 
第 10条 この協定は、協定を締結した日から効力を生じるものとし、甲又は乙

が文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力は継続する。 
 
（協議） 
第 11条 この協定に定めのない事項については、そのつど甲、乙協議して定め

る。 
 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印

のうえ、各自１通を保有する。 
 
  平成１８年３月１６日 
 
 

甲 山形市松波二丁目８－１    
山形県知事  齋藤 弘    

 
 

乙 山形市北町三丁目２－１    
山形県給食事業協会連合会   
会 長  寒河江 隆吉    

 
 



災害時における物資の調達に関する協定 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と株式会社ローソン（以下「乙」という。）とは、地震・

風水害その他の災害が発生または発生するおそれがある場合、被災住民等を救助するため

の物資（以下「物資」という。）の調達および供給に関し、次のとおり協定（以下「本協定」

という。）を締結する。 
 

（要請） 
第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があるときは、乙に対し、

その調達・製造が可能な範囲内で物資の供給を要請することができる。 
（１）山形県内に災害が発生し、または発生するおそれがあるとき。 
（２）山形県外の災害について、国又は関係都道府県知事から物資の調達斡旋を要請され

たとき及び救援の必要があると認められるとき。 
 

（調達物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で物流ライン

の断絶、乙の加盟店への商品供給を考慮の上、乙が調達・製造が可能な物資とする。 
（１）食料品 
（２）飲料水 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資 

 
（要請の方法） 
第３条 第１条の要請は、「物資発注書」（別紙第１号様式）をもって行なうものとする。

ただし、緊急を要する場合は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに

文書を交付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 第１条の要請を受けたときは、乙はその要請事項を実施するための措置をとると

ともに、その措置の状況を「物資可能数量・措置の状況報告書」（別紙第２号様式）によ

り甲に提出するものとする。 
 
（物資の運搬、引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ、指定するものとし、引渡し場所までの物

資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行なうものとする。ただし、乙又は乙の指定する

者の運搬が困難な場合は、甲または甲の指定する者が行なうものとする。 
２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引き取るものとする。 
３ 甲は、前項による引き取りを市町村に代行させることができる。 
４ 乙は、物資の引渡しが終了した後、次に掲げる事項を速やかに書面により甲に報告す
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るものとする。 
（１）引渡しの日時及び場所 
（２）引渡しに係わる物資の品目及び数量 

 
（費用） 
第６条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、甲または

甲の指定する地方自治体が負担するものとする。 
２ 乙が供給した物資の価格は、災害発生直前の乙の店舗での販売推奨価格（災害発生前

の取引については取引時の販売価格）とする。 
 
（費用の支払い） 
第７条 甲が引き取った物資及び乙が行なった運搬等の費用は、乙からの請求後１ヶ月以

内に、甲または甲の指定する地方自治体から乙指定口座に振り込みにより支払うものと

する。 
 
（連絡責任者の報告） 
第８条 甲と乙は、本協定の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第３号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに

相手方に報告するものとする。 
 
（車両の通行） 
第９条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行

できるように支援するものとする。 
 
（その他） 
第 10条 乙は、自己の加盟店もしくは関係者（配送業者等）に最大限の努力をもって本協

定を履行するよう求めるが、フランチャイズ契約等の制限から、強制することが困難な

事情がある場合､甲はこれを承諾する。 
 
（協議） 
第 11条 本協定に定めのない事項については、その都度、甲・乙協議して定めるものとす

る。 
２ 前項の協議に拘らず、本協定につき紛争が生じた場合には、山形地方裁判所又は東京

地方裁判所を第一審管轄裁判所とすることに甲及び乙は、予め合意するものとする。 
 

（効力） 
第 12条 本協定の有効期間は、協定締結日から 1年間とする。ただし、有効期間満了日ま
でに、双方いずれからも意思表示がないときは、更新されたものとする。 

 
 



（解約） 
第 13条 本協定を解約する場合は、甲・乙いずれか一方が解約日 1ヶ月前までに書面によ
り相手方に通知するものとする。 

 
 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を

保有するものとする。 
 
 
 
平成１８年７月２４日 

                   
 

                  
甲  山形県山形市松波二丁目８－１    

 
   山 形 県 知 事   齋 藤  弘   

 
 

乙  大阪府吹田市豊津町９番１号 
 

   株式会社ローソン          
 代表取締役社長  新 浪  剛   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙第１号様式 
物 資 発 注 書 

平成  年  月  日 
会社名 株式会社ローソン 
代表取締役社長 新浪 剛 殿 
担当部署 
 

                                山形県知事 
 

災害時における物資の調達要請について 
 
「災害時における物資の調達に関する協定」に基づき、下記のとおり要請します。なお、

協定書第４条の規定により、本要請に対する貴社の措置状況を報告願います。 
 

記 
要請する物資 

要請期日 要請品目 要請数量 搬入希望場所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

※ 要請数量は、１日あたり数量とする。 
 
 
 
 

問い合わせ先         
                        山形県総務部危機管理室総合防災課 

電話 ０２３－６３０－２２５５ 
                                         FAX  ０２３－６３３－４７１１ 

担当                
 

 
 
 



別紙第２号様式 
物資可能数量・措置の状況報告書 

 
平成  年  月  日 

   山形県知事  様  
 

会社名   株式会社ローソン       
 担当部署           

 
「災害時における物資の調達に関する協定」（第４条）に基づき、当社の（物資可能数量・

措置の状況）を下記のとおり報告します。 
 
記 

１．調達可能数量 
発災直後 発災後３日以降 
品 名 調達可能数量 品 名 調達可能数量 
（調理不要の食品） （主食＋副食品） 
おにぎり 
弁 当 
パ ン 
飲料水（お茶等） 
その他 

 おにぎり 
弁 当 
パ ン 
缶 詰 
カップラーメン 
カップ味噌汁 
飲料水（お茶等） 
その他 

 

下着類（   ）タオル（    ）懐中電灯（    ）乾電池（     ） 
軍手 （  ）ちり紙（   ）ろうそく（   ）ウエットテッィシュ（     ） 
カセットボンベ（     ） 
※その他 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
注：協定書第４条による報告は、被災がないと想定した場合の１日あたりの最大調達・製

造可能数量の概数を記入する。 
 
２．物資の搬入場所・方法（いずれかに○をつける） 

① 県災害対策本部まで当社が搬入する。 
② 当社指定場所で山形県に引渡し。 
③ その他（山形県が指定する場所で引渡し等） 

３．搬入方法（陸路、空路、海路） 



別紙第３号様式 

        連 絡 責 任 者 届 

【山形県】 
   １ 連絡責任者 

 役職・氏名  
 Ｔ Ｅ Ｌ  
  携      帯  
  Ｆ Ａ Ｘ  

       
２ 時間外及び休日の場合の連絡先 
 項  目    第１連絡先      第２連絡先 
 役職・氏名   
 Ｔ  Ｅ  Ｌ   
 携     帯   
Ｆ Ａ Ｘ   

       
３ 勤務時間及び休日 

     ・勤務時間： 
      ・休  日： 
 
【               】 
   １ 連絡責任者 

 役職・氏名  
 Ｔ Ｅ Ｌ  
 携   帯  
  Ｆ Ａ Ｘ  

       
２ 時間外及び休日の場合の連絡先 
 項  目    第１連絡先      第２連絡先 
 役職・氏名   
Ｔ Ｅ Ｌ   
携   帯   
Ｆ Ａ Ｘ   

       
３ 勤務時間及び休日 

     ・勤務時間： 
      ・休  日： 
 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ヨークベニマル（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害

時の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関

する事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給に積

極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を、乙の営業に支障

が無い範囲で指定できるものとする。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙の文書をもって行うものとする。ただし、

緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものと

する。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第 7 条 物資の受渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 物資の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が物資の確認を

行い受領するものとする。 

 

（対価及び費用） 

第８条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

Administrator
テキストボックス
2-5-6



２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第９条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあってはヨーク

ベニマル総務室長の職にある者を当該責任者とする。 

 

（連絡会議） 

第 11条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 12 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年３月１２日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

                  山形県知事 齋藤 弘      

 

 

                 乙 福島県郡山市朝日二丁目１８番２号 

 

                  株式会社ヨークベニマル     

                  代表取締役社長 大高 善興   

 



（別表） 

 

災害時に必要な応急生活物資 
 カテゴリー 品              名 

①飲み物 水、ミネラルウォーター、ウーロン茶、牛乳、コー

ヒー、紅茶、炭酸飲料等（いずれもペットボトル又

は紙パック） 

 

②主食・副食 パン、レトルト食品（ご飯）、おにぎり、弁当類、

果物、惣菜類、缶詰、ハム、米、魚、肉、野菜、イ

ンスタント食品、粉ミルク、バター、ジャム等 

１）食料品 

③調味料閑係 醤油、砂糖、化学調味料、塩、食用油、味噌等 

 

 

①炊事用具 カセットガスボンベ、まな板、包丁、ナイフ、 

なべ、やかん等 

 

②食器類 はし、スプーン、紙コップ、紙皿等 

 

 

③日用雑貨 ティッシュペーパー、トイレットペーパー、紙おむ

つ、洗剤、石鹸、シャンプー、生理用品、洗面用具、

歯ブラシ、歯磨き粉、マスク、アルミホイル、ラッ

プ等 

２）生活用品 

④光熱材料 ろうそく、マッチ、ライター、乾電池等 

 

 

４）その他  軍手、ガムテープ、タオル、ビニール袋、文房具、

使い捨てカイロ、蚊取り線香、ゴザ、寝具類、電化

製品等 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式） 

                           事 務 連 絡 

                           平成  年  月  日 

 

 

            様 

 

 

                       山形県知事  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 要 請 書 

 

 災害時における応急生活物資の供給協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、

次のとおり生活物資の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社郷野目ストア（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時

の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関す

る事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供
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給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

 

  平成１９年３月１５日 

 

 

甲 山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事 齋 藤  弘    

 

 

乙 新庄市沖ノ町５－４２      

 

株式会社郷野目ストア      

代表取締役 郷野目 茂子    

 



 

（ 別 表 ）   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、洗濯・洗面・洗髪用品、文具、嗜好品（緑

茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社セブン－イレブン・ジャパン（以下｢乙｣という。）とが、相互に

協力して災害時の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給

等の協力に関する事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の供給に可能な

限り協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を、乙の営業に支障

が無い範囲で指定できるものとする。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙様式１の文書をもって行うものとする。た

だし、緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出する

ものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第 7 条 物資の引渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 物資の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が物資の確認を

行い受領するものとする。 

３ 乙は、物資の引渡し後、甲に対し別紙様式２の文書をもって報告するものとする。 

 

（車両の通行） 

第８条 甲は、甲の要請に基づき乙が物資を運搬する場合には、運搬に使用される車両

を緊急通行車両として通行できるよう支援するものとする。 
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（対価及び費用） 

第９条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における店頭価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第 10条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 11条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあっては総務部

渉外部門担当マネジャーの職にある者を当該責任者とする。 

 

（その他） 

第 12 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年９月３日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事   齋 藤  弘     

 

 

乙 東京都千代田区二番町８番地８号    

 

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン  

代表取締役社長 山 口 俊 郎    

 



（別表） 

 

災害時に必要な応急生活物資 
 カテゴリー 品              名 

①飲み物 水、ミネラルウォーター、ウーロン茶、牛乳、コー

ヒー、紅茶、炭酸飲料等（いずれもペットボトル又

は紙パック） 

 

②主食・副食 パン、レトルト食品（ご飯）、おにぎり、弁当類、

果物、惣菜類、缶詰、ハム、米、魚、肉、野菜、イ

ンスタント食品、粉ミルク、バター、ジャム等 

１）食料品 

③調味料関係 醤油、砂糖、化学調味料、塩、食用油、味噌等 

 

 

①炊事用具 カセットガスボンベ、まな板、包丁、ナイフ、 

なべ、やかん等 

 

②食器類 はし、スプーン、紙コップ、紙皿等 

 

 

③日用雑貨 ティッシュペーパー、トイレットペーパー、紙おむ

つ、洗剤、石鹸、シャンプー、生理用品、洗面用具、

歯ブラシ、歯磨き粉、マスク、アルミホイル、ラッ

プ等 

２）生活用品 

④光熱材料 ろうそく、マッチ、ライター、乾電池等 

 

 

４）その他  軍手、ガムテープ、タオル、ビニール袋、文房具、

使い捨てカイロ、蚊取り線香、ゴザ、寝具類、電化

製品等 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式１） 

                           平成  年  月  日 

 

 

（株）セブン－イレブン・ジャパン代表取締役社長 様 

 

 

                              山形県知事  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 要 請 書 

 

 

 災害時における応急生活物資の供給協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、

次のとおり生活物資の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



（別紙様式２） 

                           平成  年  月  日 

 

 

  山形県知事 殿 

 

 

（株）セブン－イレブン・ジャパン代表取締役社長  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 報 告 書 

 

 下記のとおり応急生活物資を供給いたしましたので報告します。 

 

記 

 

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  確認者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 

 



災害時における応急生活物資の供給等の支援に関する協定書 

 

 山形県（以下「甲」という。）と株式会社ファミリーマート（以下「乙」という。）とは、

災害時における応急生活物資（以下「物資」という。）の調達及び供給に関し、次のとおり

協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、甲が行う被災地等への物資調達及び 

供給等の活動に対する乙の協力について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（調達物資の範囲） 

第２条 この協定に係る物資とは、原則として食料品、日用品および生活雑貨とし、別表

に定めるもののうち、甲から乙に対する要請時点で乙が調達および製造可能な物資と 

する。 

 

（協力要請） 

第３条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、物資の供

給を要請することができるものとする。 

２ 前項に係る要請は、甲から乙に対し文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要

するときは、口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

 

（要請に伴う措置）  

第４条 乙は、前条第１項の規定により甲から協力要請を受けたときは、可能な範囲にお

いて、物資の調達及び供給に積極的に協力するものとする。 

 

（物資の運搬、引渡し） 

第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ、指定するものとし、引渡し場所までの物

資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行なうものとする。ただし、乙又は乙の指定する

者の運搬が困難な場合は、甲または甲の指定する者が行なうものとする。 

２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引き取るものとする。 

３ 甲は、前項による引き取りを市町村に代行させることができる。 

４ 乙は、物資の引渡しが終了した後、次に掲げる事項を速やかに書面により甲に報告す

るものとする。 

（１）引渡しの日時及び場所  

（２）引渡しに係わる物資の品目及び数量 

 

（実績報告） 

第６条 乙は、本協定に基づき物資を供給したときは、甲に対し、別に定める様式により

実績報告を行うものとする。 
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（費用負担） 

第７条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、甲または

甲の指定する地方自治体が負担するものとし、その費用の算出は、災害発生直前時にお

ける適正な価格（災害発生前の取引については取引時の適正な価格）を基準として、甲

乙協議して定めるものとする。 

（体制の整備） 

第８条 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、物資供給に支障を来さな

いよう、常に点検、改善に努めるものとする。 

 

（車両の運行） 

第９条 甲は、甲の要請に基づき乙が物資を運搬する場合には、運搬に使用される車両を

緊急通行車両として通行できるよう支援するものとする。 

 

（実施要領） 

第１０条 この協定に係る様式および実施に係る細目等は、実施要領として別に定めるも

のとする。 

 

（その他） 

第１１条 この協定および前条の実施要領に関し、疑義または定めのない事項が生じたと

きは、その都度、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を発揮するものとし、甲または乙が文書を

もって協定の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 

 

  この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持す

るものとする。 

 

  平成２０年 ６月 ４日 

 

 

 甲  山形県山形市松波二丁目８－１ 

     

山形県知事  齋藤 弘    

                                         

 

                                乙  東京都豊島区東池袋３－１－１ 

                   株式会社ファミリーマート  

                    

                   代表取締役社長  上田 準二 



別表（第２条に規定する物資） 

 物資区分   区 分               品           名  

食  料  品 主 食 おむすび、弁当  

 副 食 缶詰、カップみそ汁、カップラーメン、レトルト食品  

 飲 料 水、茶  

日用品およ 衣料等 下着類、軍手、タオル  

び生活雑貨    

 日用品 紙オムツ、石鹸、洗剤、ティッシュ、ライター、カッパ、  

  生理用品、割リ箸、スプーン、懐中電灯、乾電池  

そ の  他 上記に定めのないもののうち、災害状況に応じて甲が緊急に指定する物資  

 で乙が調達または製造可能な物資  

 



災害時における飲料供給の協力に関する協定書 

 

山形県（以下「甲」という。）とサントリーフーズ株式会社（以下｢乙｣という。）とは、

災害時における飲料供給の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時の応急対策活動を円滑に実施するため、甲から乙に対して

行う飲料供給の協力要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（飲料供給の要請） 

第２条 災害時において甲が飲料を必要とするとき、甲は乙に対し、乙の調達・製造が

可能な範囲内で飲料の供給を要請することができる。 

 

（飲料の供給） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、通常業務に優先して飲料

の供給に努めるものとする。 

 

（飲料の範囲） 

第４条 甲が乙に要請する飲料の範囲は、次のとおりとする。 

（１）ミネラルウォーター 

（２）その他飲料 

 

（飲料供給の要請手続等） 

第５条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙様式１の文書をもって行うものとする。た

だし、緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出する

ものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（飲料の引渡し） 

第６条 飲料の受渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 飲料の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が飲料の確認を

行い受領するものとする。 

３ 乙は、飲料の引渡し後、甲に対し別紙様式２の文書をもって報告するものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 
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（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し飲料の配布場所等の情報伝達に努め、乙はこ

れに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地や被災者の状況等について情報交換を行うもの

とする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあっては東北支

社企画部企画課長の職にある者を当該責任者とする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年１１月２９日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

                  山形県知事   齋藤  弘   

 

 

                 乙 東京都港区台場二丁目３番３号   

 

                  サントリーフーズ株式会社     

                  代表取締役社長 引田 耕治   

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式１） 

                           平成  年  月  日 

 

 

サントリーフーズ（株）代表取締役社長 様 

 

 

                              山形県知事  

 

 

飲 料 供 給 要 請 書 

 

 

 災害時における飲料供給の協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、次のと

おり飲料の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



（別紙様式２） 

                           平成  年  月  日 

 

 

  山形県知事 殿 

 

 

サントリーフーズ（株）代表取締役社長  

 

 

飲 料 供 給 報 告 書 

 

 下記のとおり飲料を供給いたしましたので報告します。 

 

記 

 

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  確認者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 

 

 



災害時における応急生活物資の供給等の応援に関する協定 

 
山形県（以下「甲」という。）とイオングループのイオンリテール株式会社東北

カンパニー（以下「乙」という。）、マックスバリュ東北株式会社（以下「丙」と

いう。）、株式会社ジョイ（以下「丁」という。）、株式会社マイカル（以下「戊」

という。）は、災害時における応急生活物資（以下「物資」という。）の調達及び

供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条  甲は、災害時において、物資を調達する必要があるときは、乙に対し、

その調達・製造商品の種類と数量の双方とも可能な範囲で物資の供給を要請する

ことができる。乙は、甲の要請に基づき、丙、丁、戊と協力し対応するものとす

る。 
 
（供給物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で乙

が丙、丁、戊と協力し調達可能な物資とする。 
（１）食料品 
（２）飲料水 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資 

 
（要請の方法） 
第３条 第１条の要請は、別紙様式第１号により行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後、速やかに文書

を交付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 乙は前条の規定により甲から要請を受けたときは、丙、丁、戊と協力し、

物資の供給及び運搬等に関し必要な措置を講ずるものとする。 
 
（物資の運搬、引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所ま

での物資の運搬は、原則として乙又は乙が指定する者が行うものとする。ただし、

乙又は乙の指定する者の運搬が困難な場合は、甲又は甲の指定する者が行うもの

とする。 
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２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引取るものとする。 
３ 乙は、引渡し場所において別紙様式第２号を受取るものとする。 
 
（費用） 
第６条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、

甲又は甲の指定する地方自治体が負担するものとする。 
２ 前項の規定による対価・費用等は、災害発生直前における適正な価格により

算定するものとし、甲乙協議の上決定する。 
 
（費用の支払い） 
第７条 前条第１項に係る費用は、乙からの請求があったときは、速やかに甲又

は甲の指定する地方自治体から乙指定口座に振込みにより支払うものとする。 
 
（連絡窓口） 
第８条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては「生活環境部危機管理・く

らし安心局危機管理課」、乙においては「イオンリテール株式会社東北カンパニ

ー総務部」とする。なお、その連絡窓口は別紙様式第３号に定め、双方ともに備

え付けるものとする。 
 
（避難場所の提供） 
第９条 乙は丙、丁、戊と協力し、災害時において乙、丙、丁、戊が所有し又は

管理する駐車場を、付近住民等の一時避難場所として提供するものとする。 
 
（協議） 
第１０条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲乙協議して定め

るものとする。 
 
（効力） 
第１１条 この協定は、協定締結日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書

をもって解除の申し出をしない限り、その効力を継続する。 
 
この協定の締結を証するため、本書５通を作成し、甲乙丙丁戊記名押印の上、各

自その１通を保有するものとする。 
 
 



 
平成２２年９月１日 

 
甲  山形県山形市松波二丁目８番１号         

山 形 県 知 事    吉 村 美 栄 子    
 

乙  宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番３号      
                         イオンリテール株式会社            

東北カンパニー                 
                   執行役員 支社長    大  山  英  佳    

  
丙  秋田県秋田市土崎港北一丁目６番２５号      

                         マックスバリュ東北株式会社           
代表取締役社長    宮  地  邦  明    

 
丁  山形県山形市あこや町二丁目１番３０号      

株式会社ジョイ                 
代表取締役社長    阿  部  恵    

 
戊  大阪市中央区久太郎町三丁目１番３０号      

株式会社マイカル                
代表取締役社長    松  井  博  史    

 
 



様式第１号 
緊急物資供給要請書 

平成  年  月  日 
イオンリテール株式会社 
東北カンパニー支社長   殿 

山形県知事     
 

災害時における物資の供給要請について 
 

 災害時における応急生活物資の供給等の応援に関する協定第３条の規定により、

下記のとおり要請します。 
 
記 

 
 

 
 

問合せ先            
山形県     部     課 
電話   －    －     
FAX   －    －     
担当              

要請期日 要請品目 要請数量 搬入希望場所 

    



様式第２号 
平成  年  月  日 

イオンリテール株式会社 
東北カンパニー支社長   殿 

受領確認者            
職・氏名             

 
受  領  書 

 
貴社より次のとおり物資を受領しました。 
 

記 
 
１ 受領場所                       
 
２ 物資の種類及び数量 

品    名 規  格 数  量 備  考 
    

    

    

    

    

    

※ 記以下の受領場所、品名、規格、数量などは配送時に予め記載しておくこと。 
受領確認者の押印は省略できる。 



様式第３号 
災害時緊急連絡体制表 

【山形県】 
   １ 連絡責任者 

所属部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  

時間外  

       
 
【イオンリテール株式会社東北カンパニー】 
   １ 連絡責任者 

所属部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  

       
２ 夜間及び休日の場合の連絡先 
担当部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  

 



災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

形山

株式会社力

県

τフヲニ三系ミ古コロ

Administrator
テキストボックス
2-5-12



山形県(以下、「甲」という。)と株式会社力ワチ薬品(以下、「乙」という。)は、次のとお

り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と

いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かつ円滑に供給す

るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対

し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から

物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「物資供給要請書」により行うものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その

後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)食料品、日用品、衣料品、医薬品

(2)その他甲が指定する物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、可能な限り、物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、牙1俳氏様式2 「物資供給

実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、

原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が

行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させるととができる。

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害

情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定により供給した物資の対価及び第5条の規定による物資の運

搬に要した費用を負担する。



2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

(費用の支払)

第8条甲は、乙から第4条第2項の実痘報告書が提出されたときは、必要な予算措置を講じ

るものとする。

2 乙は、甲が必要な予算措置を講じた後、甲に対し、負担額の支払を請求するものとする。

3 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を

受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。

連絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から物資の供給等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間

が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲

乙協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

令和2年2月20日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 栃木県小山市大字卒島1 2 9 3

株式会社力ワチ薬品

代表取締役社長

村美栄
W形県

奏笈
'ず毛一・

1・t心§聖テ

吉
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山形県(以下、「甲」という。)と株式会社力ワチ薬品(以下、「乙」という。)は、次のとお

り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と

いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かつ円滑に供給す

るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対

し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から

物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「物資供給要請書」により行うものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その

後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)食料品、日用品、衣料品、医薬品

(2)その他甲が指定する物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、可能な限り、物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、牙1俳氏様式2 「物資供給

実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、

原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が

行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させるととができる。

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害

情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定により供給した物資の対価及び第5条の規定による物資の運

搬に要した費用を負担する。



2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

(費用の支払)

第8条甲は、乙から第4条第2項の実痘報告書が提出されたときは、必要な予算措置を講じ

るものとする。

2 乙は、甲が必要な予算措置を講じた後、甲に対し、負担額の支払を請求するものとする。

3 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を

受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。

連絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から物資の供給等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間

が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲

乙協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

令和2年2月20日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 栃木県小山市大字卒島1 2 9 3

株式会社力ワチ薬品

代表取締役社長

村美栄
W形県

奏笈
'ず毛一・

1・t心§聖テ

吉
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災害時等における応急生活物資の供給及び支援物資の輸送等に関する協定書

山形県,(以下、「甲」という。)と株式会社丸勘山形青果市場(以下、「乙」という。)は、次

のとおり災害時等における応急生活物資の供給・輸送、広域物資輸送拠点としての施設使用、

支援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定を締結する。

第一趣旨

(趣旨)

第1条この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」とい
う。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする応急生活物資を乙が迅速かつ円滑に

供給・輸送するため、また、乙が管理する施設を使用して甲が広域物資輸送拠点(以下、「拠
点」という。)の開設及び運営、支援物資等の緊急輸送及び保管をするため、必要な事項を定
めるものとする。

第二応急生活物資の供給
(応急生活物資供給の要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、応急生活物資を調達する必要があるときは、乙に対
し、応急生活物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき
(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から

応急生活物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「応急生活物資供給要請書」により行うもの
とする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請
し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する応急生活物資は、次に掲げるものとする。
(1)青果物

(2)その他甲が指定する応急生活物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、速やかに応急生活物資の供給を実施する
ものとする。

2 乙は、前項の規定により応急生活物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2「応
急生活物資供給実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するもの
とする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出す

るものとする。

(応急生活物資の運搬及び引渡し)

第5条応急生活物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの応急
生活物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別
に甲の指定する者が行うものとする。



2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、応急生活物資を確認の上、引渡しを受けるものと

する。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(応急生活物資供給の費用負担)

第6条甲は、乙が第4条の規定により供給した応急生活物資の対価及び第5条の規定による

応急生活物資の運搬に要した費用を負担する。

2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

第三支援物資の輸送等

(施設の使用申請)

第7条甲は、災害時において次の施設を拠点として使用する必要があるときは、乙に対して

施設の使用を申請するものとする。

所在地山形市十文字2160

施設名株式会社丸勘山形青果市場

2 前項の規定による申請は、別紙様式3により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話その他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。

(施設の使用許可)

第8条乙は、前条の規定による申請を受けた場合において、乙が施設の使用について認めた

場合は、施設の一部又は全部について甲の使用を許可するものとする。

2 前条第2項の規定は、前項の規定による許可について準用する。

(施設の使用目的)

第9条甲は、乙から使用許可を受けた施設を拠点及び輸送車両の駐車場として使用すること

ができる。

(拠点の管理運営)

10条拠点の管理運営は、甲の責任において行うものとする。

乙は、拠点の管理運営について甲に協力するものとする。

(施設使用の費用負担)

H条施設の使用料は無償とする。

甲は、拠点の管理運営に係る費用及び施設を原状に回復する費用を負担するものとする。

(施設使用期間)

第 12 条拠点として施設を使用する期間は、災害発生の日から1ケ月以内とするものとする。

ただし、状況により期間を延長する必要がある場合は、甲乙協議のうえ、 1ケ月の範囲内で

延長することができるものとし、以後も同様とする。

第
2

第
2



2 甲は、乙による施設の使用を早期に再開できるよう拠点として施設を使用する期間の短縮

に努めるものとする。

(施設使用の終了)

第13条施設使用の終了は、甲が拠点の運営及び施設の原状回復を終了し、乙の確認を受けた

ときとする。

2 甲は、施設使用を終了する場合は、乙に別紙様式4を提出するものとする。

(支援物資等の緊急輸送に関する業務及び要請)

第N条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の緊急輸送に関す

る業務(以下「緊急輸送」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式5により要

請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、その

後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の緊急輸送

(2)前号に必要な車両、作業員、荷役機械及び資機材の手配

(3)その他必要な業務

2 乙は、前項の規定による要請があったときは、緊急輸送を可能な限り通常業務に優先

して行うものとする。

3 甲は、乙の行う緊急輸送に必要な燃料の優先確保、緊急通行車両の指定及びその他円

滑な輸送に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(緊急輸送の報告)

第 15条乙は、緊急輸送を行ったときは、甲に対し、別紙様式6により速やかに報告するもの

とする。

(緊急輸送の費用負担)

第 16条緊急輸送に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 前項の費用のうち、事業用自動車に係る運賃及び料金は、災害発生時直前における地域の

事業者の認可運賃又は標準的な運賃、料金等を基準として、甲乙協議の上決定するものとす

る。

3 第1'項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲乙協議の上決定するものとする。

(緊急輸送の事故)

第17条乙の事業用自動車が、故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、乙は、速

やかに事業用自動車を交換して緊急輸送を継続するよう努めるものとする。

2 乙は、緊急輸送に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を報告するも

のとする。



(支援物資等の保管に関する業務及び要ヨ剤

第18条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の保管に関する業

務(以下「支援物資等保管」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式7により

要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、

その後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の入出庫、仕分け及び保管

(2)支援物資等の在庫状況の把握及び甲への報告

(3)前2号に必要な作業員、荷役機械及び資機材の手配

(4)その他必要な業務

2 乙は前項の規定による甲の要請があったときは、支援物資等保管を可能な限り通常業務に

優先して行うものとする。

3 甲は、乙の行う支援物資等保管に必要な燃料の優先確保、通信手段の確保及びその他施設

の円滑な運営に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(保管等業務の報告)

第 19条乙は、支援物資等保管を行ったときは、甲に対し、別紙様式8により速やかに報告す

るものとする。

(保管等業務の費用負担)

第20条物資の保管等に要した費用(保管料及び荷役料、資機材の使用料等の実費負担額)は、

甲が負担する。

2 前項の費用は、災害時等の直近における山形県の事業者が定めている標準的な料金を基準

として、甲乙協議の上、決定するものとする。

3 乙は、甲が負担する費用を甲に請求する。

4 甲は、前項の請求があった場合には、その日から起算して30日以内に支払う。

(保管等業務の事故等)

第21条乙は、支援物資等保管に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を

報告するものとする。

第四雑則

(情報提供)

第器条乙は、本協定に基づく活動の従事中に覚知した災害等による被害情報は、甲及び市町

村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の支払)

第器条甲は、乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。

(補償)

第 24 条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の補償については、当該従事者の使用者の責任において行うものと



する。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第25条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。連
絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から協定の運用等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第26条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間が
満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間延

長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第27条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲乙
協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自1通を保有する。

令和3年9月14日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県

山形県知事

乙 山形県山形市十文字2160

株式会社丸勘山形青果市場

代表取締役社長

吉_.""1.1_1鄭.子

井.上_司.__.エ.__、,_



山形県(以下「甲」という。)と株式会社ダイユーエイト(以下「乙」という。)は、災

害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下「災害時」という。)における必、要な物

資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。

災害時における物資供給に関する協定書

(要請)

第1条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙

に対し、その保有する物資の供給を要請することができる。

(1)県内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。

(2)県外の災害について、国又は他の都道府県から物資の調達のあっせんを要請さ

れたとき、又は救援の必要があるとき。

2 要請の方法は、甲から乙に対し、呂1俳氏様式1をもって行うものとする。ただし、文書

をもって要請するいとまがないときは、電話又はその他の方法をもって要請し、その後

速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第2条甲が、乙に供給を要請する物資は、要請時点で乙が調達可能な物資であり、次に

掲げるものとする。

(1)別表に掲げる物資

(2)その他甲が指定する物資

(実施)

第3条乙は、甲から第1条の要請を受けたときは、速やかに物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資等の調達を実施した場合は、甲に対し、呂1俳氏様式2によ

り、その状況を報告するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第4条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運

搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指

定する者が行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に甲の職員を派遣し物資を確認の上引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(車両の通行)

第5条甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行

できるように支援するものとする。

Administrator
テキストボックス
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(費用の負担)_
第6条乙が供給した物資の対価及び引渡場ザ所までの乙が行っごこ'
は甲の指定する地方自治体が負担するものとし、その費"官】こ
ける適正な価格(災害発生前の取引にっいては、取引'、
乙協議して定めるものとする。

引渡しを角けた物資の代金は、乙から請求があった後、甲又<2

団体が速やかに支払うものとする。ただし、甲におして予""'
予算措置後速やかに支払うものとする0

(補償),、一{一務によ
第7条この協定に基づいて業務に従事した者が、この定こ'こ
傷、又は疾病に櫂患した場合の災害補償にっいては、労働'ロ'
年法律第50号)その他の法令に定めるところによるも゜

(緊急連絡先の報告等)
担当者の氏名及び緊急連絡先にっいて、第8条甲及び乙は、

る。

山形県山形市松波二丁目8番1万

山形県

(協議)

この協定に定めのない事項及びこの協正に疑義が生じたと'第9条

決定するものとする。

,

(有効期問)

第1。条この協定は、協定締結の日から効力を有するもの'
協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものと゜

本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自この協定の成立を証するため、
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別表

大分類

作業関係

日用品等

4

作業シート、標識口ープ、ヘノレメット、防じんマスク、簡易マスク、

長靴、軍手、ゴム手袋、皮手袋、雨具、士のう袋、ガラ袋、スコップ、

ホースリーノレ

水関係

毛布、タオノレ、割箸、使い捨て食器、ポリ袋、ホイノレ、ラップ、

ウェットティシュ、マスク、衛生用ポリ手袋(使い捨て)、バケツ、

水モップ、デッキブラシ、雑巾、簡易ライター、使い捨てカイロ

冷暖房機器等

主な
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災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書
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山形県(以下、「甲」という。)とキユーピー株式会社(以下、「乙J という。)は、次のとお
り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と
いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かっ円滑に供給す
るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対
し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から
物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1により行うものとする。ただし、文書をもっ
て要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その後速やかに文書を提出
するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)ベビーフード、介護食、アレルゲン不使用食料品、調味料
(2)その他甲が指定する物資

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、乙において供給が可能なものにっいて、
速やかに供給を実施するものとする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2によりその
状況を報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速
やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、
原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が
行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。
3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

2

こd

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害
情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

い

(補1

第9

又1

5

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定による物資の供給に要した費用及び前条の規定による物資の
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運搬に要する費用を負担する。
2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、
甲乙協議の上定めるものとする。

のとお (費用の支払)

第8条前条の費用は、乙からの請求により、甲が支払うものとする。
2 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を
受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。ただし、甲にお

等」と 1 いて予算措置を必要とする場合は、予算措置後速やかに支払うものとする。
供給す1

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、
又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

乙に対' 50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

県から心第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。
連絡責任者を変更したときも同様とする。

をもっ112 甲及び乙は、平常時から物資の供給等にっいて連絡責任者による情報交換を行い、災害時
を提出11 等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期問は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間
が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年問

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲
乙協議の上決定するものとする。いて、

りそのゞ

の後速 この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

搬は、

る者が

る。

令和斗年午月20日

;る被害

吻資の1

甲山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 東京都渋谷区渋谷1-4-13

キユーピー株式会社

代表取締役社長執行役員高
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